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Ⅰ ICTベンチャー企業創出の意義

ユビキタスネット社会における、様々な新しいライ
フスタイルの出現や、それに伴うマーケットニーズ
の激しい変化に対応した製品・サービスの供給者と
して、消費者ニーズに対する感度と機動性に優れ
たICTベンチャー企業は重要な役割を担うものと期
待。

ICTベンチャー企業の成長は、経済の活性化や雇
用創出にも貢献。
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Ⅱ ICTベンチャー企業の現状

2004年9月時点のソフト系IT産業の事業所数は約36,000社。

開業率、廃業率とも13%前後を示しており、市場参入と退出が活発。
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設立後2年までの企業群においては、売上規模1億円以下の企
業が８割。

設立後年数が経つにつれて、売上規模は拡大。

（出所）日本経済新聞社／日系産業消費研究所 編(2004)『日経ベンチャー企業年鑑』日本経済新聞社をもとに分析
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2002年度に設立後年数４年以上の企業の約８割が経常黒字化。
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ベンチャーキャピタルの新規投資先のうち、「通信」、「インターネット関
連」、「コンピュータ関連」のベンチャー企業が占める割合は、平成14年
10月から15年9月の1年間では約25％。

出所：平成16年情報通信白書

ICTICTベンチャー企業への投資動向ベンチャー企業への投資動向

ベンチャーキャピタルの新規投資先の推移（金額ベース）
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Ⅱ ベンチャー企業をめぐる一般的課題と期待される支援策

ベンチャーベンチャー企業をめぐる一般的課題企業をめぐる一般的課題

１ 人材育成・人材確保
（１）ベンチャー企業側の人材育成・人材確保
（２）サポーター側の人材育成・人材確保

２ 大企業等外部機関との連携

３ 資金調達

４ 知的財産の保全・活用

５ 支援制度の利用促進
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１ 人材育成・人材確保
（１）ベンチャー企業側の人材育成・人材確保

【課題】優秀な人材の多くが大企業志向であり、起業に対する意識が低い

学校での企業教育の充実により、起業を身近に感じる風土を涵養

インターンシップ制度の活用により、学生の起業に対する意識を向上

○起業家を生み出すための教育

【課題】創業時には新しい製品・サービスを生み出す開発力及び販路開拓を行う営
業力が必要

○人材確保・外部人材活用のためのマッチング制度の充実

大企業からスピンアウトした人材の発掘、ベンチャー企業とのマッチングにより即
戦力人材を確保

【課題】ベンチャー支援業務を専門とするサポーターが不足

（２）サポーター側の人材育成・人材確保
○サポーター人材の充実

研修・検定制度の整備によるサポーター・「目利き」の育成

ベンチャー支援企業の利用促進を通じた、ベンチャー支援企業の増加促進
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２ 大企業等外部機関との連携

【課題】開発力・営業力の強化には大企業との連携が望まれる

ベンチャー企業と大企業とのマッチングにより企業間連携を促進

○企業マッチング、産学連携の充実

【課題】スピンオフベンチャー・社内ベンチャーの成功事例が少ない

○スピンオフ・社内ベンチャーの促進

スピンオフベンチャー・社内ベンチャー制度を利用するベンチャー企業に対して助成措
置を講じることで、制度の利用を促進

【課題】ベンチャービジネスの振興に資する地域内連携・ネットワーク化が進展していない

○地域ネットワークの構築

中核機関となるワンストップショップの創設により、地域の関係機関の連携・ネットワー
ク化を促進

○ベンチャー支援事業の振興

【課題】ベンチャー企業に対して総合的な支援を行うベンチャー支援事業者の量・質が不足

ベンチャー支援事業者の利用に対する助成措置を講じ、ベンチャー支援事業の利用を促進
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３ 資金調達

【課題】ベンチャー企業は運転資金・研究開発資金が不足する傾向

担保不足企業に対する融資制度の拡充によりベンチャー企業への資金供給を促進

税制支援によりベンチャー企業の資金確保を支援

○資金調達の支援

○知的財産の保全

費用負担の軽減により権利の保全を促進

情報提供・相談体制の充実により、権利意識の向上と権利侵害への対応を支援

【課題】権利保全のための負担が大きい

○支援制度の利用促進

【課題】中小・ベンチャー企業に対する支援制度は多いが、制度の存在や利用方法を知
らないベンチャー企業が存在

認知度の向上や利用手続の改善により制度の活用を促進

４ 知的財産の保全・活用

５ 支援制度の利用促進
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政府による主なベンチャー企業支援制度政府による主なベンチャー企業支援制度
課題 期待される支援 現行の主な支援制度

１　人材育成・人材確保

　（１）ベンチャー企業側の人材育成・人材確保
　　　○起業家を生み出すための教育 起業家教育 起業家教育促進事業（経産省）

インターンシップ制度の活用 企業家のかばん持ちインターンシップ制度（経産省）

　　　○人材確保・外部人材活用のための 人材発掘・人材マッチング 企業等OB人材活用（経産省）
　　　　マッチング制度の充実 ベンチャープラザ事業（経産省）

情報通信ベンチャー支援センター（総務省）

　（２）サポーター側の人材育成・人材確保
　　　①サポーター人材の充実 サポーター・「目利き」の育成 VC人材能力開発プログラム開発・実証事業（経産省）

ベンチャー支援企業の利用促進

２　大企業等外部機関との連携
　○企業マッチング、産学連携の充実 大企業とのマッチング ベンチャーフェア事業（経産省）

情報通信ベンチャー交流ネットワーク（総務省）

　○スピンオフ・社内ベンチャーの促進 スピンオフベンチャー・社内ベンチャー制度の利用促進 スピンオフベンチャー・大学発等ベンチャー等技術開発助成（経産省）

　○地域ネットワークの構築 地域の関係機関の連携・ネットワーク化 地域プラットフォームの整備（経産省）
高度技術産業集積地域等の活用（経産省）

　○ベンチャー支援事業の振興 ベンチャー支援事業の利用促進 ベンチャー助成金（総務省）

３　資金調達
　○資金調達の支援 ベンチャー企業への資金供給を促進 インキュベーション、ベンチャー助成金、テレコムファンド等（総務省）

４　知的財産の保全・活用
　○知的財産の保全 費用負担の軽減 ＳＢＩＲ（中小企業技術革新制度）（経産省）

情報提供・相談体制の充実 知的財産戦略セミナー（総務省）

５　支援制度の利用促進
　○支援制度の利用促進 知名度の向上 －

利用手続の改善
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政府による主なベンチャー企業支援制度政府による主なベンチャー企業支援制度

〈例１〉「社長かばん持ちインターン＆お題解決プログラム」

（起業家教育・インターンシップ）

【内容】

学生がアシスタント（「かばん持ち」）としてベンチャー企業経営
者に密着し、商談場面などビジネスの最前線に同行。さらに受
け入れ企業から提示された経営課題・事業課題に対し、配属さ
れた学生が自分で解決プランを作成し、社長にプレゼンテー
ションを行う。

【配属先企業】

㈱サイバーエージェント、㈱イー・ウーマン、㈱ディー・エヌ・
エー 等
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政府による主なベンチャー企業支援制度政府による主なベンチャー企業支援制度

〈例２〉「企業等OB人材を活用したベンチャー企業支援」

（人材マッチング）

【内容】

中小・ベンチャー企業の事業展開に不足しがちな経営戦略等
を助言する企業等OB人材の掘り起こし等を行い、OB人材を活
用し新事業展開を図ろうとする企業とのマッチングを支援。

【対象者】

研究開発や新事業課委託、海外進出、ICT活用等の特定の経
営課題を抱えている中小・ベンチャー企業。
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政府によるベンチャー企業支援の在り方政府によるベンチャー企業支援の在り方

ICTICTベンチャー企業に特有の課題やベンチャー企業に特有の課題や

期待される支援策はあるのか？期待される支援策はあるのか？

技術・事業アイディアを持ちながらも事業化にあと一歩踏み出せない起
業予備軍や、起業して間もない段階のベンチャー企業の支援が期待さ
れる（スタートアップ・アーリーステージの支援）。
ベンチャー企業をめぐる課題を分析し、それぞれの課題に応じた支援
策が必要。

ベンチャー企業をめぐる一般的な課題に対しては、
すでにひととおりの支援制度が存在
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Ⅲ ICTベンチャー企業に特有の課題と支援策

ICTICTベンチャー企業の課題と支援策（１）ベンチャー企業の課題と支援策（１）

ICTベンチャー企業創出における課題

技術の陳腐化が早く、恒常的に新たな技術開発が必
要

ビジネスモデルの模倣が容易である上、新技術の出現
が盛んであり、将来性のある技術の取捨選択・すばや
い習得が必要

期待されるICTベンチャー企業支援策

助成金の公募通年化、概算払い
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ICTICTベンチャー企業の課題と支援策（２）ベンチャー企業の課題と支援策（２）

ICTベンチャー企業創出における課題

デファクトスタンダード獲得、特許等の戦略的活用等
により、他企業との競合における優位性を確保する必
要

期待されるICTベンチャー企業支援策

ICTに強い弁理士・弁護士のデータベース化
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ICTベンチャー企業創出における課題

サポーター・「目利き」には、経営者の資質の見極めに
加え、ICTに関する専門知識が必要

期待されるICTベンチャー企業支援策

ICTベンチャーキャピタリスト等育成のための研
修・検定試験の実施

ICTICTベンチャー企業の課題と支援策（３）ベンチャー企業の課題と支援策（３）
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ICTベンチャー企業創出における課題

オフショア開発等外国企業との提携が比較的容易だが、
外国企業等に関する情報が不足

期待されるICTベンチャー企業支援策

アジア等に関する情報提供

ICTICTベンチャー企業の課題と支援策（４）ベンチャー企業の課題と支援策（４）
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ICTベンチャー企業創出における課題

ICTベンチャー企業が提供する新しい製品・サービス
や新しい提供方法は、過去の販売実績に乏しいため信
用を得にくい

期待されるICTベンチャー企業支援策

個別のICTベンチャー企業の製品・サービスの紹介

ビジネス情報誌・ビジネス情報サイトへの記事掲載等に
よる情報提供機能の強化

ICTICTベンチャー企業の課題と支援策（５）ベンチャー企業の課題と支援策（５）
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Ⅳ 政府によるICTベンチャー企業支援の在り方

ICTベンチャー企業に対するヒアリングなどにより、課題や政
策ニーズを随時把握し、変化の激しいICTベンチャー企業の動
向に対応していくことが必要。

ICTICTベンチャー企業支援を行っていく上で望まれる姿勢ベンチャー企業支援を行っていく上で望まれる姿勢

既存の支援策については、必要性を再検討した上で、利用率
向上のため、知名度の向上や利用手続の改善等の取組が必
要。

ベンチャー企業支援は他の省庁が独自に行っている制度も多
数存在するので、必要に応じ、関係省庁との連携を図ることが
必要。
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Ⅴ 総務省によるICTベンチャー企業支援策

情報通信ベンチャー等のための総合的な窓口をインターネット上
に開設し、事業の立ち上げや経営に関する情報提供、無料経営
相談・指導などを実施。

１．情報通信ベンチャー支援センター（http://www.venture.nict.go.jp）
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情報通信研究機構 評価委員会

↓助成金交付

情報通信ベンチャー

助成限度額 3000万円（産学連携等 4000万円）
助 成 率 1/2以内

↓交付金

国

情報通信ニュービジネスを生み出す先進的な技術の研究開
発を行うベンチャーに対し、研究開発費の一部を助成（１社
当たり３０百万円（産学連携等の場合は４０百万円）が上限、
研究開発費の１／２以内） 。

２．先進技術型研究開発助成金（テレコム・インキュベー
ション）
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民間ベンチャーキャピタルからの投資等を要件として、情報
通信ベンチャーを対象に、通信・放送新規事業の実施に必
要となる経費（試作開発費・コンサルティング費用・手続諸費
用）の一部を助成（１社当たり２０百万円が上限、対象経費の
１／２以内）。

国

助成限度額 2000万円
助 成 率 1/2以内

民間ベンチャー
キャピタル

↓補助金

情報通信研究機構
評価委員会

情報通信ベンチャー

↓助成金交付 ↓出資等＋経営指導

３．情報通信ベンチャー助成金
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ベンチャー支援のノウハウを持つ大学及び大学関連機関がＩＣ
Ｔベンチャー等から通信・放送基盤技術に関する研究開発課
題を公募。優れた研究開発課題について、独立行政法人情報
通信研究機構が課題を提案したＩＣＴベンチャー等に委託。

４．民間基盤技術研究促進制度（地域中小企業・ベンチャー
重点支援型）

事業化等による売
上の一部を機構に
納付

研究開発

課題の提案公 募
機構が研究開発

課題を委託

産投出資 利益の一定割合を
国庫納付

情報通信研究機構構

評価委員会
連携

ＩＣＴベンチャー等

国

大学及び大
学関連機関

希望者に対し、大
学及び大学関連機
関保有の研究開発
施設の使用、研究
開発、事業化に関
するアドバイス等
の支援を実施
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５．その他
主な施策 施策の概要

テレコム・ベンチャー投資
事業組合からの出資

・特定通信・放送開発事業実施円滑化法に基づき、総務大臣から「通信・放送新規事業」として認定を受けた事業者に対し、テレコ
ム・ベンチャー投資事業組合が出資

低利融資 ・日本政策投資銀行等による新産業の創出・活性化に資する事業に対する低利融資制度

情報通信ベンチャー交流
ネットワーク

・HP上（情報通信ベンチャー支援センター）でICTベンチャーと大企業やエンジェルとのマッチングができる場を提供
・ICTベンチャーからの政府調達や、ICTベンチャーと他の企業との連携を促進することを目的として、平成17年2月より、ICTベンチャー
のデータベースを構築し、決算状況、事業概要、政府調達実績や公的機関からの助成金交付実績等を一般に公開

無料経営相談 ・HP上での弁護士・公認会計士等の専門家による無料の経営相談・指導

情報提供 ・HP上での起業・経営に必要な情報、各種イベント・助成情報の提供（ワンストップ機能）

起業家経営塾
・ＩCＴベンチャー経営者や起業を目指す個人を対象に、マーケティング、会計・税務等に関する知識の習得やプレゼンテーション能力の
向上等を目的として実施

ビジネスプラン発表会 ・ＩCＴベンチャーに「ビジネスプランの発表」及び「製品・サービスの展示」の場を提供し、ビジネスパートナーとのマッチングを支援

ＩＴベンチャー知的財産戦略
セミナー

・ＩCＴベンチャーの知的財産に関する意識の向上等を促進するため、日本弁理士会等と協力し、平成15年度より全国各地域にて実施

情報通信ビジネスセミナー ・情報通信ビジネスに関する最新動向・事情等について理解を深め、ＩCＴベンチャー等の事業展開に資することを目的として実施

エンジェル税制
・特定中小会社の株式を取得した場合に、同一年分の他の株式譲渡益から当該対象株式の投資額を控除
・特定中小会社の株式について、譲渡損が発生した場合は、当該譲渡損を翌年以降3年間繰り越して他の株式譲渡益と通算。譲渡
益が発生した場合には、一定の要件の下、当該譲渡益を1/2に圧縮

非上場株式の株式譲渡所得
に対する税率引下げ

・非上場株式の譲渡益に対する税率について、26％から20％に引き下げ

ストックオプション税制
・ストックオプション（新株予約権）を取得した者が、新株予約権を行使した場合に、その権利行使により生じた経済的利益について課
税を繰延（年間権利行使額1,200万円以下）

中小企業投資促進税制 ・中小企業が取得する器具備品、機械装置等について、30％の特別償却又は7％の税額控除

研究開発税制

・試験研究費の総額にかかる税額控除制度
・産学官連携の共同研究・委託研究に係る税額控除制度
・中小企業技術基盤強化税制
・開発研究用設備の特別償却制度　等

税
制
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